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《研究ノート》
地方行財政の複合経営化をめぐって
坂 本 忠 次
はじめに
　戦後日本の地方行財政の特徴を見ると，特に高度成長・地域開発期と石油
危機後の変貌が激しいが，地方行政の多様化と多層化，地方行財政における
複合経営化（コングロマリヅト化）の様相を示している。それは，戦後日本
の地域開発政策や本格的な都市化時代のもとで顕在化した地域の行財政需要
の拡大，住民ニーズの多様化にともなう地方財政歳出の中央財政歳出を上ま
わる膨張傾向，地方財政調整制度の発達にともなう中央・地方の財政の交錯
関係，行政分野の広域・狭域（コミュニティ）にわたる多層化などとも照応
するものであろう。本稿は，最近における地：方行財政分野の多層化と多様
化・複合経営化（1）の局面について検討し，その中での地方自治の課題と展望
を見ておくことにしたい。
1　地方行政の多様化と多層化
　元来，地方公共団体（地方自治体又は中央政府に対して地方政府ともい
う）の財政である地方財政は，中央政府（国）の財政（中央財政）に見られ
るような単一のものではなく，多くの地方公共団体（地方自治体）とその財
政をあらわす集合的概念である。地方財政を構成する地方団体には，普通地
方公共団体と特別地方公共団体とがあり，法人である（地方自治法第2条）。
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普通地方公共団体は，47都道府県と3241市町村から成っている（2）（1991年3
月31日現在）。一方，特別地方公共団体は，東京都の23特別区（地方自治法第
281条），2314の一部事務組合（3）（1991年3月31日現在。同法第284条），ほかに
財産区（同法第294条），地方開発事業団（同法第298条）などが存在する。
　なお，都市には，11の大都市と197の中都市（当該時点の行政区域の人口
10万人以上の市）．447の小都市（人口10万人未満の市）が区分される。
　大都市は政令指定都市（指定都市又は指定市，地方自治法第252条の19）と
も云われ，市長の権限に属する事務を分掌させるため，条例でその区域を分
けて区を設け区の事務所（必要があれば出張所）を置くことができるとされ
ているが，首都東京都の特別区のような特別地方公共団体（自治区）ではな
く，行政区として自治体としての法人格は認められていないω。
　わが国の地域社会には，このほかに，法人格を持たないが地方公共団体に
準ずる類似の自治的団体が多数存在し，さまざまな共同体的事務を代行して
いることが特徴的である。前述の東京都以外の大都市の行政区もその一つで
あるが，例えば，地区ごとに，町内会，部落会，連絡区（大字，小字等に設
置），農区，学区（中学校区，小学校区）などが存在すると共に，江戸時代か
ら存在している五（伍）人組や各種の講，明治末期の地方改良運動期から活
動を活発にしている青年団，婦人会，在郷軍人会，さらに消防団，商店会，
PTA，納税組合，赤十字奉仕団，各種のコミュニティ組織などいわば「草
の根」の自治的機能集団が存在する〔5）。これらのうち伝統的にはその大部分
がいわば行政協力型の団体であったのに対し，戦後の今日では，各種のボラ
ンティア団体（福祉，ごみリサイクルほか），消費者団体（生協，婦人団体ほ
か），環境保護団体などの住民団体など，自発型ないしは抵抗感の団体など
も多くなってきている。コミェニティをめぐる問題は，現行の市町村より狭
域の行政一宿心行政一をめぐる問題として，80年代以降の地方自治行政の新
たな焦点の一つとなっているものである。
　なお，アメリカの都市社会を構成する学区やニューヨーク市のコミュニ
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ティ・ボード，イタリア都市の地区協議会など地域の共同体的ないしは草の
根の新しい自治団体が，今後わが国で，伝統的な団体にプラスしていかに形
成され組織されてゆくかが，狭域行政をめぐる大きな焦点課題の一つであろ
う⑥。
　一方，これと対比される基礎的自治体たる市町村の区域，ないしは都道府
県の区域を越えたより広域にわたる行政をめぐる問題がある。この点ではま
ず，特別地：方公共団体の組合や地：方開発事業団などは，省地方公共団体の事
務の共同化・広域化とかかわっている。各地方団体の事務の共同処理とは，
都道府県（都道府県が加入する一部事務組合を含む）相互間，市町村（特別
区および市町村の一部事務組合を含む）相互間および都道府県と市町村間に
おいて，次のような事務を処理するものを言っている。すなわち，1）地方
自治法の規定による協議会（同法第252条の2），2）機関または吏員等の共
同設置（同法第252条の7），事務の共同委託（同法第252条の14），さきに述
べた一部事務組合（同法第284条と地方開発事業団（同法第298条），さらに，
広域にわたる総合的な計画を共同して作成するため，または事務の連絡調整
のため，関係地方団体間で「事実上の協議会」を設置しているもの（ただし
長または議員が委員になっているもの）などがある。
　1969年度以降，自治省のもとで実施に移された広域市町村圏は，人口およ
そ10万人以上の日常生活圏の地域に設定し関係市町村が一部事務組合ないし
は協議会を設置して運営した。当初全国55ヵ所が指定され，その後，1979
（昭和54）年の「新広域市町村圏計画策定要網」に引き継がれて336ヵ所まで
増え，関係市町村では2947団体で全市町村の90．5％，面積で国土の93．7％に
及んでいる。
　建設省の所管になる地方生活圏は，新全総計画（1969年4月～）のもとで
人口15万人程度の都市とその周辺の農山村の生活環境を一体的に整備する目
的で進められた。道路，住宅など建設省の事業が中心で全国に178ヵ所指定
された，三全総（！977年11月～）下1978年度にモデル地方生活圏が全国に
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10ヵ所指定され，定住圏事業と合せて進められている。
　1989（平成元）年6月には新広域市町村圏計画の改訂とふるさと市町村圏
のスタート，同年12月の臨時行政改革推進審議会（第2次）の「国と地方の
関係等に関する答申」で府県連合制度，市町村連合制度などが提案されてい
る。近年，都市連合制度などの提案と共に府県合併論，地方制案，道州制
論，連邦制論などが登場するに至っていることも周知のところである。
　現行の行政区域を越えた広域行政は，同時に現行の行政区域内における狭
百行政一前述のコミュニティ行政を中心に一に目を向けるべきことを要
請していると言えるだろう。
　その他，今は，行政組織論分野で論議されている問題としては，同一自治
体の中部での分権化めぐる問題がある。この点は，第1に，政令指定都市内
部における行政区の権限強化，財源の付与，自治区（東京都特別区23区に類
似した）への移行をめぐる問題である。
　第2に，道府県及び道府県庁都市（例えば人口30万人以上の都市）などに
おける出先機関への分権化，総合化をめぐる問題がある。道府県の総合出先
機関のあり方としては，例えば岡山県の地方振興局の例のように県内を広域
市町村圏計画レベルでいくつかに分け，局長への行政権限を持たせ地域の総
合調整機能を持たせているケースなどがあげられる。一方，道府県庁所在都
市，その他，地域開発一特に1960年以降の拠点開発一の時代に広域合併
した地方中核都市などにおける支所の統合化による新しい出先機関のあり方
の検討一総合調整機能と一定の権限を委任された一を行っているケース
も見られる。いずれにしても，合併による広域化は行政権力の本庁への集中
をもたらし，新たな行政の分権化・分節化が市民サイドからも必要とされる
に至ることであろう。
　その他，自治体の行政組織内部における首長・管理老と各部局一般職員，
現業職員との関係をめぐる問題一自治体行政における意志決定と職員参加
をめぐる問題一，自治体職員の政策形成能力をめぐる問題分野もある。
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　以上にも見られる通り，現代日本の地方行財政は，その歳出規模の肥大化
の中で，行政権限・組織における集権と分権，行政サービス分野における広
域と広域（コミュニティ），行政の意思決定における職員参加や住民参加の
あり方など，多様な課題をかかえるに至っているのである。
2　地方財政の複合経営化
　現代り地方行政の多様化・多層化と共にその最大の特徴となるものは，最
近の地方行財政における複合経営化（コングロマリット化）の事態であろ
う。とりわけ，今日では民間資本の積極的な活用を含む地方財政の会計の変
貌を指摘できるのであり，これらは，現代資本主義のもとでの公私混合経済
部門の拡大に示される混合経済（mixed　economy）体制化の主要な特徴の一
つと言っていいものであろう。そうして，それは，資本主義とは異なるいま
一つの経済体制である社会主義的計画経済における市場経済の導入化と対照
をなすものでもある。
　ところで，政府部門の財政の膨張と財政・金融の一体化，一般会計の企業
化ないしは収益事業化，民間資金の活用，一般会計の投融資化現象，つまり
より広義には現代の経済における公私混合経済体制化といった事態は，すで
に1929年目世界恐慌後の1930年代に各国でとられるに至った「管理通貨」体
制とそのもとでの景気対策を含む社会管理行政の拡大を意味するもので，そ
れ自身現代の財政危機の反映でもあったと考えられるものである。
　資本主義における公私混合経済化を歴史的にふりかえると，欧米先進資本
主義国に遅れて急速な資本主義化を見たわが国では，すでに明治期の資本の
原谷期・産業資本の確立期から政府の大きな役割がみとめられた。同じ後進
国に位置づけられている旧西ドイツにおいても，歴史的な企業者国家（Der
Unternehmer　Staat）の役割が指摘されている。明治期以降の日本資本主義
の発達過程においては，国の財政レベルでは，造幣，専売，軍工廠（陸軍，
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海軍），官営の八幡製鉄所，日本国有鉄道，帝国大学などの特別会計，公信用
の一つであり国の貸付資本をなす大蔵省預金部資金（原資は郵便貯金），日
本興業銀行，横浜正金銀行ほか植民地朝鮮・台湾にも及ぶ各種特殊銀行，半
官半民の南満州鉄道株式会社，電信電話事業，準戦時・戦時体制下の各種国
策会社等がすでに見られた。いわゆる「国家資本」の歴史的役割が戦前期か
ら特に大きかったのである。
　一方，地方財政の会計においても，戦前には一般会計における経常部のほ
かに臨時部会計の役割が大きかったし，いわゆる普通経済のほかに特別経済
の役割が特に大都市の港湾整備，市電，水道，電気，ガス事業などを通じて
大きくなって行った。これらの事業をめぐっていわば「都市経営」の必要が
すでに主張されていたところである。
　第2次大戦前夜から戦中にかけて政府関係機関としての各種の公社，公
団，公庫，営団，事業団，特殊会社などの原型の発生が見られ出し，この傾
向は，戦後の復興金融金庫（いわゆる復金）はじめ産業投資特別会計（産投
会計）を中心に拡大を見てゆく。産投会計などを基礎に1953（昭和28）年財
政投融資資金特別会計が整備された。その中で，地方公共団体の資金計画に
関連して，地方債計画が策定されるに至ったのである。
　国家財政における財政投融資化など上記の傾向を対比される現代地方財政
の特徴を，会計制度面を中心に見ると，1）普通会計における一般会計と一
般会計以外の非事業特別会計（地方自治法第209条）の財政，2）特別会計と
して扱われている特別地方公共団体（東京都の特別区以外の一部事務組合
〔複合事務組合を含む〕，財産区，地方開発事業団）の財政，3）地方公営事
業会計における地方公営企業（法適用企業，法非適用企業）の会計，4）地
方公営事業会計における公営企業会計以外の特別会計（老人保健医療事業会
計，国民健康保険事業会計，財政資金の調達を目的とする収益事業会計〔競
輪，競馬，競艇，小型自動車競争，公営宝くじ〕，農業共済事業会計，交通災
害共済事業会計，公益質屋事業会計，公立大学病院事業会計〕，5）上記の会
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計以外の地方自治体を取り巻く各種の外郭団体，より具体的にはいわゆる
「地：方公社等」と呼ばれている地方公社，「第3セクター」の会計の最近の増
大などであろう。
　以上にみる通り，現代の地方財政は，1）普通会計及びそれに関連する諸
会計，2）地方公営事業をめぐる諸会計，3）上記の会計以外の地方自治体
を取り巻く各種の外郭団体の会計が存在し，いわば，複合会計化ないしは複
合経営化といった事態をもたらしているのである。
3　地方財政の複合経営化と地方公社・「第3セクター」
　地方財政の複：合経営化を象徴的に示す一つの事例として，特別地方公共団
体としての一部事務組合が近年，市町村の区域を越えた広域行政機構の中核
として重要な役割を果たしてきていると見られるので，まず，この点につい
て若干ふれ地方自治との関連について述べておくことにしよう。
　（1）一部事務組合と複合的一部事務組合
　一部事務組合は，明治時代から認められてきた事務の共同処理方式であ
り，広域行政機構の中核をなしている。複数の地方自治体ないしは特別区
が，その事務の一部または機関事務の一日越共同処理するために設ける組合
である（7）。共同処理するとされた事務は，関係団体の事務から除外される。
一部事務組合は，関係市町村等の協議で規約を定めて設立できる。設立に関
する協議は，関係市町村等の議会の議決を経なけれぼならない。組合には管
理者と議会を置き，関係市町村等の長及び議員がこれに当たり，通常の事務
の執行は市町村等の職員が専任または兼務で行うことになっている。しか
し，共同処理する事務が関係市町村等で異なるときは，各事務毎に組合を設
立しなければな：らず煩雑となるため，1974（昭和49）年，複合的一部事務組
合が認められるようになった（8）。この結果，一部事務組合の乱立を防ぎ，事
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務処理の効率化が実現したとされる。
　一部事務組合は，1991（平成2）年度組合数2，314，うち総務関係253
（10．9％），民生関係147（6．4％），衛生関係1，056（45．6％），農林水産関係
153（6．6％），消防関係477（20．6％），教育関係157（6．8％），その他71
（3．1％）となっている。衛生関係のうちし尿・ごみ処理組合が765（全体の
33．1％）と最も多く，伝染病組合が147（全体の6．4％）とこれに次いでい
る。教育関係では小学校組合と中学校組合であり，総務関係では退職手当組
合ほかが見られる。
　1991（平成2）年度末において，一部事務組合に加入して事務を共同処理
している市町村（一部事務組合を含む）の数は延べ3万201団体（市町村2万
7，329団体，一部事務組合2，872団体）となっており，1990年度末（3万54団
体）より147団体（0．5％）増加している。1市町村当たり平均8．4の一部事務
組合に加入していることとなる。一部事務組合数は，1991年度末が2，314団
体で前年度の1990年度末の2，326団体に比べ12団体減少しているのに対し，
一部事務組合に加入している市町村は増加している（9）。
　今日，広域市町村圏の広域行政機構の中核となっているものは一部事務組
合であり，ほかに協議会が見られる。一部事務組合は，協議会よりも関係市
町村等に対する統率力は強いが，圏域住民の意思やニーズを反映する上でそ
の議会等が充分機能を発揮しているとは言えない。また，行政責任の所在も
不明確になっている場合がある。今後，一部事務組合が広域圏の行政需要に
十分対応できるよう専任職員を確保するなどして，組合議会に圏域住民の意
思が直接反映できるような体制にしていく必要があると思われる㈹。
　（2）地方公社・「第3セクター」と地方自治
　地方財政の複合経営化を最も象徴的に示すものは，何と言っても近年の地
方公社・「第3セクター」と言われる地方自治体の外郭団体の激増であろ
う。そこで，この問題を主として財政問題を中心に検討し，最近の地方財政
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の複合経営化の動向と地方自治の課題について述べておくことにしたい。
　地方自治体の外郭団体と呼ばれているものは，1990（平成2）年1月現在
で5，500にも達し，1984（昭和59）年と比較して3割以上も増加していると言
われている（11＞。もともとこういつた自治体の外郭団体の激増の一般的背景と
しては，地方自治体の一般行政の企業化傾向を反映するものである。地方自
治体の会計には，先にも見た通り普通会計と公営事業会計があり，地方自治
体の議会審議のコントロールを受けている。ところが，こういつた外郭団体
と言われるものは，地方自治体が一部（又は全部）出資し，又は役員や職員
を派遣したりして自治体の「分身」としての性格を有するにもかかわらず，
地方自治体の議会ひいては住民からのコントロールが充分及ぼない会計なの
である。
a　設立と激増の背景
　まず，これら団体の設立の背景については，第1に，一般的背景として，
わが国の政府間財政関係，つまり中央・地方の行財政関係における中央集権
的な行財政システムがある。周知の通り，わが国の戦後の政府間財政関係に
おいては，地方行政に対する国からの新たな管理・委任行政が拡大してきて
いるが，それは，（1）国による機関委任事務（及び団体委任事務）の新たな増
大等による諸権限の中央各省庁への集中，（2）中央各省庁からの地方への人的
支配と関与の増大，（3）地方財政の予算過程全般への統制，つまり，各省庁か
らの補助負担金支出　　超過負担問題を含む　　による自治体予算への制約
ではもちろん，地方税課税（条例による）に対する国の法令（地方税法）に
よる制約，起債の制限（地方財政法第5条）と使用料・手数料への統制，地
方交付税の決定等，つまり，権ゲン，人ゲン，財ゲンの中央からのいわゆる
「3ゲン」支配の構造が認められるのである（12）。
　それは，地方公営企業法（1952年制定）に基づく地方公営企業会計　　企
業会計方式や独立採算制の原則　　の運営にも，一定の制約が強く見られる
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ことはいうまでもない。
　第2に，より直接的には，1960年代を中心とした日本経済の高度成長の過
程で，都市・環境問題が噴出し，一挙に解決を迫られてきたことである。と
りわけ，地域開発や都市行政において土地問題が一挙に現われ，公共工事に
おける補助金の超過負担問題などを引き起こした。1970年代に入ると，工場
用地，道路，，学校，保育所等，各種公共用地の先行取得・造成などに関連す
る土地開発関係の公社が多数を占めたことからも，このことは明らかであ
る。つまり，土地投機ブームや地価の急激な上昇と開発用の公共用地の取得
難の中で，自治体に必要な「公共用地」の先行取得を目的とするものが多く
なったことである。
　第3に，1973年秋の中東の石油危機後のスタグフレーション下の地方財政
危機を背景とした新たな動きである。高度成長型財政が終焉したユ970年代～
1980年代にかけ，神戸市などをはじめとして，「都市羅言論」が提唱され，ま
た，国の臨調行革下，地方財政の「減量経営」論，民間活力の導入などが提
起され，各種の外郭団体の活用が積極的に行われるに至ったことなどであろ
う。ユ953年度から設けられた国の財政投融資資金計画などとあわせて，地方
行財政においても一般行政の「企業化」や「収益事業化」が進んだ。地方公
営企業の拡大と共に，都市開発，住宅・都市サービス関係，観光レジャー関
係，農林水産関係，運輸・道路関係，教育文化関係，公害・自然環境保全関
係，その他の地方公社・「第3セクター」といわれるものもこの時期にはか
なりの増大をもたらしている。
b　岡山県下の特徴
　これを，地域開発政策下・拠点開発時代のモデル地区の一つとされた岡山
県南新産業都市（倉敷市水島地区を中心に）を抱える岡山県を例に見ると，
1992年度で地方公社・「第3セクター」と言われるものは少なくとも136法
人が確認できる（表1参照）。民法に基づく財団法人が56社（全体の
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「第3セクター」の類型別事例
類 型 名　　　　　　　　　　　　称 設　置ｩ治体
岡山県郷土文化財団，岡山県開発公社，岡山文化施設整備セ
ンター（岡山シンフォニーホールと改称），岡山県環境衛生
営業指導センター，岡山県対ガン協会，岡山血液配給セン
ンター，岡山県環境保全事業団，児島湖流域水質保全基金，
吉備高原保険福祉のむら事業団，岡山県民間社会福祉事業従
事老育成財団，岡山県国民年金福祉協会，岡山県労働者信用
基金協会，岡山県福祉事業団，岡山勤労者いこいの村，岡山
県総合展示場，岡山県新技術振興財団，寒風陶芸の里，岡山 岡山県? 県中小企業振興協会，岡山県中小企業研修情報センター，岡
R県農林漁業担い手育成財団，岡山県肉置価格安定基金協
会，岡山県漁業操業安全協会，中国四国酪農大学校，岡山県
牛窓海洋スポーツ振興会，吉井川水源地域対策基金，児島湖
浄化センター周辺対策基金，岡山県下水道公社，岡山県武道
振興財団，岡山セラミックス技術振興財団，岡山県スポーツ
法 財団法人
振興財団，チボリパーク，百間川水辺環境管理センター，岡
R県国際交流協会ほか
岡山市建設公社，岡山市土地区画整理協会，岡山市シルバー
人材センター，岡山市スポーツ文化振興財団，岡山市公園協 岡山市
会ほか
法
井原市施設振興公社，井笠地域地場産業振興センター，井原
s国際交流財団，井原市文化・スポーツ振興財団
井原市
倉敷市開発公社，倉敷市保健医療センター，倉敷市スポーツ 倉敷市
振興財団
玉野市総合福祉センター，訴野市水産協会 玉野市
津山市都市整備公社，笠岡市総合福祉事業団吸評点，総社市
人 文化振興財団，富村ふるさと振興公社，勝田勤労者福祉公
社，勝央町金太郎ろポーツ振興財団，西粟倉村森の村公社， その他
里庄町科学振興仁科財団，里庄町備南武道振興会，建部町観
光公社，金光町社会福祉協議会
岡山県畜産公社，岡山県農地開発公社，岡山県畜産会，岡山
ｧ肉蓄価格安定協会，岡山県林業公社 岡山県
社団法人 高梁市畜産公社，薪見市自然休養村公社，牛窓町緑の村公
社，勝山町畜産振興会，落合町畜産公社，矢掛町畜産公 その他
社，哲多町畜産公社ほか
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類 型 名　　　　　　　　　　　称 設　置ｩ治体
井原鉄道，吉備NO能力開発センター，吉備松下，岡山県広
域産業情報システム，多島海観光ワ東道ロードパーク，岡山
空港ターミナル，岡山県食肉センター，岡山県総合流通セン 岡山県
? ター，センチュリーパークチボリ（解散），チボリ・ジャパン
岡山埠頭開発，岡山都市整備，岡山花き清算，岡山水産物清
Z，岡山冷蔵，キャプテンセンター岡山 岡山市
法
水島臨海鉄道，倉敷市開発ビル，くらしきシティプラザ東西
rル管理，鷲羽開発 倉敷市
株式会社 玉野レクレエーション総合開発，瀬戸内国際観光，王子アル
カディアリゾート，スペイン村，玉野ショッピングモール・ 玉野市
アルハンブラ
?
片上埠頭開発，備前総合開発，櫨谷ハイランドパーク 備前市
吉井町是里ワイン醸造揚，建部町めだかの学校，吉備高原建
部観光，井原エンタープライズ，ケーブルネットワーク金
光，奥津地区観光レクリエーション開発，東部作州総合開発 その他
人 株式会社，加茂高原リゾート（解散），グリーンピア蒜山，
新庄村メルヘン・プラザほか
有限会社 赤坂物産センター，哲多すずらん食品加工，中央町ふるさとｨ産，吉永町三国特産 その他
岡山市土地開発公社，倉敷市土地開発公社，備前市土地開発
開発公社，新見市土地開発公社，津山市土地開発公社，真庭
三 土地開発公社，御津郡土地開発公社，笠岡市土地開発公社，
公
土地開発
?@　社
井原市土地開発公社，玉野市土地開発公社，久米郡土地開発
?ﾐ，日生町土地開発公社，矢掛町土地開発公社，高梁市土
n開発公社，総社市土地開発公社，英田土地開発公社，寄島
ｬ土地開発公祉，鴨方町土地開発公社，真備町土地開発公
社，成羽町土地開発公社，赤磐土地開発公社，金光町土地開
発公社
社 住宅供給
?@　社 岡山県住宅供給公社
道路公社 岡山県道路公社
注！）自治省地域政策研究会編（1990）：「地方公社総覧」（平成2年版），岡山県議
　　会事務局（1991）：「第3セクターについて」（平成3年1月），岡山県自治体問
　　題研究所によるアンケート調査（1990）およびその後の調査の結果をもとに作成。
　2）太字のものは「地方公社総覧」（平成2年版）に見えるもの。
　3）是里ワイン醸造場は，「地：方公社総覧」（各年度版）には有限会社となっている
　　が，最初から株式会社として設立された。
　（岡山「第3セクター」研究会編『地方都市と「第3セクター」一岡山からの検
　　証』1992年，参照）
一236一
地方行財政の複合経営化をめぐって　237
41．2％），社団法人が12社（8．8％），商法に基づく株式会社が40社
（29．4％），有限会社が4社（2，9％），特別法に基づく土地開発公社が22社
（16．2％），住宅供給公社及び地方道路公社が各1社（！．5％）となってい
る。
　設置自治体では県設置が51社と全体の37．2％を数え最：も多くなっている。
次いで岡山市の12社，倉敷市の8社，井原市の6社，玉野市の8社，など都
市部が多くなっているが，農村部にもかなり見られる。
　事業分野別では，観光レジャー分野が26社で全体の22．3％と第1位を占あ
ている。次いで農…林水産分野が16社（14．3％）と高いのは，伝統的な農業県
岡山県の特徴を示すものであろう。次いで商工業分野15社（13．4％），福祉
医療分野14社（12．5％），教育文化分野8社（7．1％），施設管理分野6社
（5．3％），環境保全分野と情報通信分野がそれぞれ4社（各3．6％），交通
運輸分野3社（2．7％）となっている。農産加工・販売活動は商工分野に入れ
ているか，これを加えると農林水産分野の比率がもっと高くなる（13）。
　「第3セクター」設立を促進する国の政策としては，1969（昭和44）年新
全国総合開発計画において「公共・民間の混合方式による新たな事業主体を
創設して民間資金の導入を図る方式」が打ち出され，この前後からいわゆる
「第3セクター」の設立が急激に見られ出している。また，1973（昭和48）
年に策定された経済社会基本計画において，「事業の公共性を確保する必要
があるとき，また，多大の初期投資を要し，投資の懐妊期間が長い事業に対
し，企業に投資決意を行なわせるために必要があるときは，公的主体がその
経営に参画する公私共同企業，’いわゆる第三セクターの活用を図る」とさ
れ，さらに「国ないし地方公共団体が行なってきた事業であっても，民間部
門が効率的かつ適正に実施しうるものはできるかぎり民間部門に委譲すると
ともに，必要に応じて民間部門と公共部門との共同機構（第三セクター）を
積極的に活用する」とされた。
　1980年代には，国の「第3セクター」に対するインセンティブ（政策優遇
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措置）を与える諸法律がいくつか生まれている（14）。
　以上にみるとおり，「第3セクター」の設立が「民間活力の導入」を名目
に，いっそう促進されたのであった。
　第4に，公営企業会計から「第3セクター」型企業体への転換の問題があ
る。元来，地方公営企業は，地方公営企業法のもとで運営される交通，水
道，病院その他の事業である。地方公営企業が発達していったのは，交通，
水道，病院等が地域の住民にとって不可欠の生活行政サービスであり，「公
共性」の高いものだからであった。これを公営事業会計の一つとして地方財
政の一環に位置づけておくことの意義は大きいものであり，法の趣旨と建て
前から独立採算性，効率的な財政運営が趣旨とされ，「公共」の枠内での発達
が目指されたのであった。しかし，経営の採算性が合わなくなり経営困難に
陥った市営電車，市営バス，鉄道等が，その後民営化されたり「第3セク
ター」型運営に変えられたり（臨海鉄道，地方の過疎線）したケースが多く
なっている。
　これには，高寄昇三氏も指摘されるような硬直的な行政運営の問題点があ
り，経営上ゆきずまり，公共財サービス供給機能を充分果たせなくなってい
るものも多いかも知れない。ただ，公営企業会計は，地方公営企業法の適用
のもとに置かれて運用されており，この否定→「第3カ条ター」企業への移
行が即望ましい方向かどうかについては，さらに個々の企業体の実情に応じ
た検討がなされていかねばならないと思われる。
c　財政問題
地方公社・「第3セクター」の財政問題について，いくつか見ておこう。
〈出資金と公的コントロール〉
　地方公社のうち特別法に基づく地方三公社一道路公社，住宅供給公社，
土地開発公社一については，地方自治体の全額出資によっており，ひとま
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ず公的コントロールのもとに置かれていることであろう。ただ，役員派遣に
見られる人的構成では，地方自治体首長，理事者，議会議長，関係職員など
のほかに民間の地方銀行協会，商工会議所会頭など産業界からの参加が見ら
れていることに注意しておかねばならない。また，資金運用面では，出資金
（出島金）の何倍かの民間金融機関からの借入れが行なわれ，信用膨張をも
たらしているケースもある。ただし，自治体全額出資の三公社は，ひとま
ず，議会報告のもとで，地方自治体からのコントP一ルの下に置かれている
ことを指摘できる。ただ，住民サイドから見た場合，その運営面において，
事業内容が充分住民に公開されているかの点ではなお問題点も残される。
　次に，自治体の出資金の比重と，地方公社への自治体からのコントロー
ル，つまり公共性の確保の関係についてである。
　この場合，自治体の出資額が50％以上の場合，議会への報告義務が生じ，
また25％以上の場合，監査委員の監査対象となることが知られている。この
点をより詳しく見ると，まず第1に，国や地方自治体，又は公社・公団（地
方自治体の一部出資する公社を通じて関与する場合もある）等公社部門から
の出資が50％以上の場合についてである。この場合，法人の重要な意思決定
においてひとまず公的コントロールが保てていると言える。
　この場合の地方自治法上からのコントロールへの根拠を挙げておくとすれ
ば
　①地方公共団体の長は，予算の執行の適正を期するため，収入及び支出の
　実績若しくは見込みについての報告の徴収，予算の執行状況についての実
　地調査等を行なえること（地方自治法第22！条）。
　②地方公共団体の長は，毎所業年度，当該法人の事業計画及び決算に関す
　る書類を作成し，これを次の議会に提出しなければならないこと（地方自
　治法第243条の3）。
　以上の2つにあり，地方議会からのコントP一ルは充分可能であり，公共
性の確保はひとまず果たされていると言える。
一239一
240
　第2に，自治体の出資が25％以上の場合の公共性の確保についてである。
この点では，
　当該地方公共団体の出資が25％以上の場合，監査委員はその法人を監査す
　ることができる（地方自治法第199条）。
の規定が根拠とされている。つまり，自治体が25％以上出資する「地方公社
等」については，自治体の監査委員の監査権が及ぶ範囲を前提していること
であり，これを通じて，公共性の確保を可能ならしめているのであろう。
　しかし，この点では，高寄氏や（財）神戸都市問題研究所・都市経営研究
会などが指摘する通り，二面率が高くても，人的・業務的関連性などにお
いて関連がない場合」は外郭団体とは言えないし，また，出資率が低くて
も，人的・業務的な関連において当該自治体と密接な関係，つまり事実上の
支配関係がある場合，外郭団体とすべきだということになる。高寄氏の掲げ
た外郭団体の範囲をちなみに図示してみると，表2の通りとなるのである。
つまり，地方自治体の関係．公共性確保については，単に出資金構成におけ
る自治体出資の比重のみでなく，人的構成等地方自治体の運営面での主導性
が考慮されねばならないだろう。
〈「第3セクター」への商法上の関与〉
　次に，「第3セクター」＝商法法人に対する地方自治体の関与についてで
あるが，出資者（株主）としての地方自治体の「第3セクター」への関与の
権限については，1株以上から3分の2以上までについて，およそ表3にみ
　　　　表2　外郭団体の範囲
地方公祉 25％以上の出資法人
民　法　法　人
商　法　法　人
土地開発公社，地方住宅供給公社，地方道路公社
非出資団体等（事実上の支配関係）
注）高寄昇三『外郭団体の経営』学陽書房，1991年による。
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表3　「第3セクター」に関する商法上の関与
1株以上
　　代表訴訟権（267条）　　役員無効提訴書（428条）等
1／100以上
①総会検査役選任請求権（237条の2）
②株主提案権（一定の事項を株主総会の目的とする）（232条の2）
3／100以上
①株主総会の招集請求権（237条の①，②）
②取締役監査役の解任請求権（257条の②，280条）
1／10以上
①帳簿閲覧権（293条の6）
②検査役退任請求権（294条の①）
③解散請求権（406条の2）
1／3以上
特別決議及び特殊の決議事項の議決の阻止
1／2以上
普通決議事項の議決（計算書類の承認，取締役の選任等）
2／3以上
特別決議事項の議決
①定款変更（343条）
②資本減少（375条）
③　転換社債の発行（341条の2　③）
④取締役，監査役の解任（257条の①，280条）
⑤会社の解散（405条）
⑥会社の継続（406条）
⑦合併及び設立委員の選任（408条，56条④）
⑧事後設立（246条）
⑨　営業の全部又は重要な一部の譲渡等（245条）
特殊の決議事項の議決
①株式譲渡制限のための定款変更（348条）
②取締役，会社間取引に関する取締役の責任の免除（266条⑤）
　注）　「地方財務」編集局（1991）：一Q＆A　第3セクターの知識と運用「地方財務」
　　1991年11月号による。
るような関与権があるとされている。
　つまり，1株以上で代表訴訟権（商法第267条），役員無効提訴権（同仁
428条）等が発生するのである。
　100分の1以上で総会検査役選任請求権（商法第237条の2）が発生する。
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　100分の3以上で，株主総会の招集請求権（商法第237条の①，②）等が発
生する。
　10分の1以上では，帳簿閲覧権（商法第293条の6）が発生する。
　2分の1以上では，普通決議事項の議決（計算書類の承認，取締役の選任
等）への関与が可能となる。
　そうして，3分の2以上では，定款変更，会社の継続等特別決議事項の議
決が可能となるのであり，出資額の割合にタって「第3セクター」への自治
体の関与の割合が異なっていることに注意しておく必要がある。
　いずれにしても，2分の1以上で法人の普通議決事項の議決への関与が可
能とされているのである。
〈「第3セクター」に対する自治体の財政支援措置〉
　「第3セクター」に対する自治体の支援措置をめぐっては，人的なものと
財政的なものが考えられるが，人的支援としての職員派遣をめぐる問題点に
ついては第3章で触れているので，ここでは主として財政的な支援をめぐる
問題について簡単に触れておこう。
　まず第1に，自治体の「第3セクター」への出資については，当然のこと
ながら地方自治体等の諸手続きが必要であるが，予算としては議会の議決が
必要なことはいうまでもない。
　第2に，補助金を支出できるのは，地方自治法第232条の2により「公益上
必要な場合」に限られている。また，債務保証契約についても，法人に対す
る政府の財政援助の制限に関する法律第3条により，原則的に禁止されてい
る。したがって，「第3セクター」に対する地方自治体・国からの財政援助措
置については，F一般職員の派遣等による人的関与」以外には極めて限られ
たものとならざるを得ず，「第3セクター」の独立採算的運営が要請されて
いる。
　なお，商法法人である「第3セクター」は本来「営利法人」であり，事業
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の公益性が特に強く職員派遣が必要な場合にのみ，職員派遣を行ない得ると
考えられる。地方公務員法第35条に基づく条例で職員の職務専念義務を免除
する方法は，職員の研修への参加等を前提とした制度の趣旨から言って適当
でないとする考えも見られる（15）。
〈「第3セクター」の事業と信用膨張〉
　「第3セクター」の事業が，きわめて少ない出資金（旧訳金）で，その何
倍かの事業を行ない，著しい公信用膨張をもたらし，リスク性の高い事業内
容となっている点については，筆者はすでに別のところでも何回か指摘して
きた。例えば，地方銀行の地方公社に対する融資は1980年頃にe＃　，地方銀行
の地方公社預金の5倍～7倍にも達していた㈹。したがって，地方公社が公
共用地の先行取得の役割を担っているにもかかわらず，バブル経済全盛期に
は，銀行の過剰融資と併せて，結果的には土地投機を促進するケースもあっ
たのではないかと思われる。
4　むすびにかえて
　以上，「第3Vクター」の財政問題について，出資金，商法上の関与，自治
体の財政援助措置，出資金と信用膨張との関係等について，当面するいくつ
かの問題点と検討課題について見てきた。
　これらの問題点と改善方向をめぐっては，現在，自治省の研究会でも検討
が続けられ，いくつかの提案が行われている（1η。今日，住民ニーズの多様化
と高度化の中で「第3セクター」が担う準公共財分野が拡大しつつあるとの
見解も見られるが，この面での財政学的検討も今後必要とされるだろう。
　ただ，わが国のバブル経済が崩壊した今，要は，地方行政分野において
も，過渡的団体の性格の強い「第3セクター」の地方自治行財政制度として
の法的性格を明確化させ，その財政（会計）責任制のあり方とさらに検討し
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ていくと共に財政情報の議会及び住民への十分な公開と財政運営への民主主
義を如何にして保証してゆくかが，地方自治と「第3セクター」運用をめぐ
る当面の最大の課題となってきていることは，先の岡山市におけるチボリ公
園誘致をめぐる事態からもの明らかなところであろう。
　現代地方財政の複合経営化（コングロマリット化）をめぐる諸分野の拡大
の中で，地方財政の民主主義とは何か，真の地方自治とは何か。地方自治体
の行政，議会のあり方と体質が改めて問いなおされる時節を迎えたことは間
違いない（18）。
注
（1）現代日本の地方行財政における複合経営化の概念をめぐっては，すでに高寄昇三氏
　　（同氏著r外郭団体の経営』学陽書房，1997年，をはじめ何人かが使用してきている。
　最近では伊東弘文r入門地方財政』ぎょうせい，1992年，40ページ，などでも使用され
　ている。私はこの問題を多様化する鞄方行政分野を含めて用いているが，本稿はこの問
　題接近への・一一一試論である。
（2）自治省財政局r地方財政白書』平成4年版（1992）による。
（3）同上書，203ページによる。
（4）拙著r現代地方自治財政論』青木書店，1986年，11ページ。戦前の大都市では，帝国
　の首都東京市の区のみが学区も兼ね，独立の区会や一定の財産権を持つ法人として認
　められていた。
（5）同上，！6－17ページ。
（6）狭域行政をめぐる視点については，拙稿「政府間関係と事務再配分一「広域行政
　論」の動向をふまえて一」池上惇・林健久・淡路剛久編『21世紀の政治経済学』有斐
　閣，1991年1月刊，所収を参照。
（7）例えば，渡辺精一『入門地方財政』有斐閣，1993年，168ページ。
（8）同上，168ページ。
（9）自治省財政局r地方財政白書』平成4年版（1992），103ページ。
（10）この点，和田八束・野呂昭朗編『現代の地方財政』有斐閣，1992年，181ページ，の見
　解に筆者も同感である。
（11）前掲，高寄昇三『外郭団体の経営』はしがき。
（12）拙著r現代地方自治財政論』青木書店，31ページ以下。
（13）この点は，岡山「第3セクター」研究会編『地方都市と「第3セクター」一岡山から
　の検証』自治体研究社，1992年目71ページ参照。以上の動向には，1987年5月施行の総
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　合保養地域整備法（いわゆるリゾート法）の影響がつよく見られる。
（14）例えば，（1）いわゆる民活法といわれる法律（正式には「民間事業者の能力の活用によ
　る特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」）により，1986年度から特定施設の整備
　を行なう「第3セクター」に対し，国税・地方税の特例措置，NTT無利子融資が適用
　されるに至った。（2）社会資本整備法（正式には「日本電信電話株式会社の売払収入の活
　用による社会資本の整備の促進に関する特別措置法」）により，1987年度から「第3セ
　クター」等の行なう収益回収型事業（民活法事業，リゾート法事業ほか）を対象として
　NTT株式売却益の活用による無利子融資を行なうこととなった。（3）また，民間都市開
　発の推進に関する特別措置法により，1987年度からNTT無利子融資等の支援措置を
　適用している。
（15）『地方財務』ぎょうせい，1991年11月号，45～46ページ。
（16）拙稿「地方公社・第3セクター」吉岡健次・和田八束編r新版現代地方財政論』（改訂
　版）有斐閣，1982年所収，参照。
（17）地方公営企業の新展開等に関する研究会（事務局・自治省財政局）「地方公営企業に準
　ずる第三セクターについて」1992年，参照。この報告書では，企業型「第3セクター」
　の問題点を指摘し，その活用に当たって改善すべき点を次の7点にわたって提言して
　いる。即ち，
　　1．地方公共団体をして，第3セクターの活用に関する基本方針を明確化しておくこ
　　　と。
　2．企画・構想段階で，事業の内容，採算性，第3セクター方式の適否等事業経営の基
　　　本的事項について十分検討すること。
　　3．参画する企業のどのような活力を活用するのか，官民の役割分担を明確にするこ
　　　と。
　4．事業の成果について常に評価を行なうとともに，事業内容の見直しを行なう等，事
　　　業環境の変動に即応した機動的効率的運営を図り，必要な場合には存廃を含め的
　　　確な対応策を講じること。
　　5．地方公共団体の関与は大網的事項にとどめ，日常的な経営については第3セクター
　　　に委ねること。
　　6．第3セクターは独立した経営士として自立経営を基本とし，経済性の追求に努める
　　　こと。
　　7．地方公共団体の損失補償は特に慎重に対応すること（首長が個人保証を行なうこと
　　　はその公的役割から見て不適当）。
　いずれも，もっともな改善への提案というべきであろう。
（18）この意味では地方財政のコングロマリット化傾向に対応できる地方自治体幹部職員の
　養成と，少なくとも大学院修士水準の見識をもつ人材が，今後地方自治・行政・財政の
　分野で重要な位置を占める時代が到来しつつあると言えるのではなかろうか。
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